
事務室の先生へ。いつもお世話になっております。至急分会の先生に渡してください。 

 ２０２１年９月２７日（月） 

宮城県高等学校・障害児学校教職員組合 

電話  022(234)1335 

FAX 022(273)1767 

９／２７ 退職金過小支給裁判の判決 

原告側が完全勝訴！！ 
 

9月27日、仙台地方裁判所で行われた、退職金過小支給問題での裁判の判決では、原告の

主張が全面的に認められ、被告宮城県に対して、退職金の追加支給分に加えて、（退職金が支

払われた日から今日までの間、年五分の割合で）遅延損害金、及び弁護士費用を支払うように

命ずる判決が下されました。 

原告団として声明を発表「判決は当然。県は反省し二度と起こさない対策を」 
そもそも、２０１９年７月に明らかになった

退職手当の過小支給問題は、「退職した者

の基礎在職期間中に、給料月額の減額改

定以外の理由によりその者の給与月額が

減額されたことのある場合において、当該

理由が生じた日における当該理由により減

額されなかったものとした場合のその者の

給与月額のうち最も多いものが、退職日給

与月額より多いときは、その者に対する退

職手当の基本額は、次の各号に掲げる額の

合計額とする。」と定めた退職手当条例第

5 条の 2 を見落としたことから生じたもの

でした。あくまでも、県教委のミスによって、

過小に支給され続けてきたというもので

す。しかし、裁判で被告宮城県は自らの過

ちを棚に上げて、「退職金計算方法は公開

のものであり、本人も知り得たことであり、

過失は相殺される」などと主張してきまし

た。この間繰り返し行われてきた組合との

交渉や、裁判でも明らかになった不誠実な

姿勢が司直の手によって厳しく裁かれたと言えます。 

原告団は、「県教委の原告らや教職員組合への不誠実な対応が断罪されたものであり、社会常

識上当然の判決」だとする声明を発表し、記者会見を行いました。 

 

宮城県は、判決を真摯に受け止め、これまでの姿勢を反省し、控訴するな 
原告団は、同日、県庁に赴き、宮城県教育委員会（福利課）と

面会し、その場で「声明」を読み上げるとともに「控訴しない」よう

強く要請しました。福利課の担当者は、「まだ判決文を手に入れ

ていないが、皆さんからの要請については、県教委として確かに

受けとったので、今後検討したい」と回答しました。 


